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●新型肺炎の感染の拡大 

新型肺炎の感染が急速に拡大している。直近の2月9日で、感染の確認された人の数は世界で4万4931

人、死者数は1114人に上り、2002～03年に流行したSARSでの死者数（774人）を上回った。 

 中国では武漢市を含む複数の都市が封鎖され、突貫工事で病院も建設されるなど、異例の対策が取られ

ている。しかしながら感染の拡大ペースが落ちる気配はなく、まだまだ世界的に広がっていくことが予想

される。 

 そんな中、日本にも様々な影響が出始めている。日本国内での感染者数の増加に加え、訪日客の減少が進

み、関連業界での売上減少につながっている。ちょうど 1 月末からの春節と新型肺炎の感染が重なったこ

ともあり、影響は大きなものとなった。 

 

●インバウンド市場に与える影響 

 今後も感染の拡大が進むとみられる中、本レポートでは、インバウンド市場に与える影響について試算

を行った。その結果は図表1のとおり、全国で6244億円、関西（2府4県）で1905億円に達すると考えら

れる。なお、関東（1都6県）での影響は2181億円とみられる。

また、関西の府県別にみると、大阪が936億円、京都が590億円

となり、この2府で関西全体の8割を占める。 

 前提条件としては、SARS 当時の状況を参考に、感染の拡大が

4月ごろまで続くと予想。訪日客の減少は2～5月にかけて進む

とした。減少の動きは、感染の中心である中国だけにとどまら

ず、アジア全体はもちろん、北米や欧州でも広がる見込みであ

る。SARS 当時の動きをみても、感染は中国や台湾が中心であっ

たが、訪日客の減少は世界的な動きとなった（図表2）。 

 なお、SARS 当時は、訪日客の減少率が最も大きくなった月で

もマイナス34.2％であったが、今回は50％以上の減少率となる

見込みである。中国政府による出国規制の存在に加え、日本政府

も一部で入国規制を行っていることが主な原因である。また、日

本国内で多数の感染者が確認されていることもマイナスにはた

らくとみられる。 

さらに、SARS 当時は韓国からの訪日の早期回復がカギとなっ

たが、今回は日韓問題が続く中で、むしろ全体を大きく押し下げ

ることも悪材料といえよう。 

 

●小売業界やホテル・旅館業界への影響 

一方、インバウンド市場への影響の内訳については、図表3 の

とおりである。2019 年の訪日客による実績をもとに、全体を割
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り振ったところ、物販への影響が最も大きく、宿泊、飲食がそれ

に続く。関西では、全体の1905億円のうち、物販が759億円（全

体の 40％）、宿泊が 507 億円（同 27％）、飲食が 390 億円（同

21％）となる見込みである。 

百貨店やドラッグストアを中心とした物販関連については、

本来は消費増税の影響をインバウンドがカバーすべきタイミン

グであったが、カバーはおろか、新たな下押し材料となる。また、

ホテルや旅館については、新型肺炎によって国内客の減少も進

むとみられ、全体の影響はさらに大きくなる可能性が高い。 

 

●今後の注目点 

 今後の注目点には様々なものが挙げられるが、やはり感染の

拡大ペースに加え、終息までに要する期間が注目されよう。今回の試算は基本的にはSARSの状況をベース

にしたものであるため、それを上回る動きとなれば、影響額もさらに大きくなる。もちろん、その逆も然り

である。 

 また、新型肺炎による経済的な影響はインバウンド市場だけにとどまらない。中国での生産活動が滞る

ことで、関西での生産や輸出に幅広い影響が出るほか、円高の進行ともあいまって、企業収益にも大きな影

響が出る。 

 生産については、あとから余分に行うことで、ある程度取り戻すことはできるものの、全てがそういうわ

けではない。設備投資の見合わせや、企業収益の減少については、やはり一定の機会損失を招く。感染の終

息が遅くなればなるほど、これらの悪影響も膨らむことになろう。 

 さらに、今年は東京五輪の開催を控えている。何とか開催に支障のない形での終息が望まれるが、まずは

SARSの例をもとに、4～5月までに終息の兆しが伺えるかどうかが注目される。 

【図表3】 
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